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増
額
の
理
由
は
、
８
年
度
末
の
完
成
に

向
け
て
駅
前
広
場
乗
り
入
れ
部
の
工
事
が
本

格
化
す
る
た
め
で
、
地
下
街
運
営
事
業
者
や

テ
ナ
ン
ト
へ
の
補
償
費
が
約
４
・
２
億
円
、

地
下
街
補
強
工
事
に
係
る
費
用
が
約
10
・
２

億
円
、
駅
前
広
場
工
事
費
が
約
１
・
３
億
円

で
あ
る
。
地
下
街
の
補
償
は
、
乗
り
入
れ
に

伴
う
補
強
工
事
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
20
店

舗
か
ら
了
解
を
得
て
お
り
、
順
次
契
約
を
進

め
て
い
る
。

　
　
新
型
コ
ロ
ナ
の
流
行
が
あ
り
、
通
所
介

護
が
減
少
、
訪
問
介
護
が
増
加
す
る
な
ど
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
変
化
が
生
じ
、
５

　
文
学
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業
に
お

け
る
ユ
ネ
ス
コ
創
造
都
市
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ

の
加
盟
を
受
け
、
委
員
か
ら
、
加
盟
都
市
と

の
連
携
も
大
事
だ
が
、
未
来
を
担
う
地
元
の

子
ど
も
た
ち
を
講
演
会
に
招
待
し
た
り
、
ゆ

か
り
の
地
を
巡
る
な
ど
の
体
験
活
動
に
参
加

し
て
も
ら
う
な
ど
岡
山
ゆ
か
り
の
作
家
と
接

点
を
持
て
る
よ
う
、
教
育
委
員
会
や
学
校
な

ど
関
係
各
所
と
連
携
し
て
し
っ
か
り
取
り
組

ん
で
ほ
し
い
と
の
要
望
が
あ
っ
た
。
当
局
か

ら
、
教
育
委
員
会
を
は
じ
め
庁
内
関
係
各
課

で
内
部
組
織
の
立
ち
上
げ
を
検
討
し
て
お
り
、

子
ど
も
た
ち
に
も
関
わ
っ
て
も
ら
い
、
10
年

後
、
20
年
後
に
岡
山
が
文
学
の
ま
ち
だ
と
言

っ
て
も
ら
え
る
よ
う
息
の
長
い
取
り
組
み
を

続
け
て
い
き
た
い
と
の
答
弁
が
あ
っ
た
。

　
水
道
施
設
や
管
路
の
耐
震
化
等
の
更
新
に

つ
い
て
、
委
員
か
ら
、
水
道
管
の
耐
震
基
準

は
ど
の
時
点
を
起
点
に
定
め
て
い
る
の
か
と

の
質
疑
が
あ
っ
た
。
当
局
か
ら
、
平
成
７
年

に
兵
庫
県
南
部
地
震
（
阪
神
・
淡
路
大
震
災

で
起
き
た
直
下
型
地
震
を
考
慮
し
た
耐
震
基

準
に
基
づ
き
、
日
本
水
道
協
会
が
定
め
て
い

る
と
の
答
弁
が
あ
っ
た
。
さ
ら
に
委
員
か
ら
、

能
登
半
島
地
震
の
よ
う
な
規
模
の
地
震
に
も

耐
え
得
る
の
か
と
の
質
疑
が
あ
り
、
当
局
か

ら
、
現
在
の
耐
震
化
対
策
で
あ
れ
ば
能
登
半

島
地
震
規
模
の
直
下
型
地
震
に
も
対
応
し
得

る
が
、
断
層
が
あ
る
場
所
な
ど
は
、
耐
震
化

さ
れ
た
水
道
管
で
も
壊
れ
た
事
実
が
あ
る
た

め
、
ど
こ
に
弱
点
が
あ
る
の
か
を
検
証
し
て

い
き
た
い
と
の
答
弁
が
あ
っ
た
。

年
度
の
給
付
実
績
全
体
で
は
、
計
画
値
の
約

95
％
で
推
移
し
て
い
る
。
予
算
は
介
護
保
険

事
業
計
画
に
お
け
る
給
付
費
の
推
計
に
基
づ

き
計
上
し
て

お
り
、
動
向

の
変
化
や
介

護
報
酬
改
定

等
も
踏
ま
え

給
付
費
の
推

計
を
見
直
し

た
結
果
、
減

額
と
な
っ
た
。

　
　
有
利
な
市
債
と
は
、
返
済
額
の
一
定
割

合
を
国
が
負
担
し
市
民
の
負
担
が
軽
減
さ
れ

る
も
の
。
例
え
ば
、
学
校
特
別
教
室
の
空
調

整
備
事
業
50
億
円
で
は
、
特
別
教
室
も
緊
急

時
に
は
避
難
場
所
と
な
る
た
め
、
緊
急
防
災

減
災
事
業
債
を
活
用
し
整
備
時
の
一
般
財
源

負
担
は
ゼ
ロ
に
な
る
。
そ
の
後
の
返
済
は
７

割
を
国
が
負
担
す
る
た
め
、
10
年
返
済
の
場

合
、
金
利
を
除
く
と
毎
年
の
返
済
額
５
億
円

の
う
ち
、
国
の
負
担
は
３
・
５
億
円
、
市
の

負
担
は
１
・
５
億
円
で
済
む
。
有
利
な
市
債

の
活
用
で
、
令
和
６
年
度
当
初
予
算
で
は
、

市
債
の
実
質
的
な
負
担
額
を
１
７
７
億
円
削

減
で
き
た
。

・

）

　
　
岡
山
駅
前
広
場
へ
の
路
面
電
車
乗
り

入
れ
整
備
事
業
の
令
和
６
年
度
予
算
は
、

５
年
度
と
比
較
し
て
16
億
円
の
増
額
だ
が

主
な
理
由
は
。
ま
た
、
地
下
街
店
舗
に
対

す
る
補
償
の
状
況
は
。

　
　
令
和
６
年
度
の
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス

給
付
費
は
、
５
年
度
に
比
べ
約
17
・
５
億

円
の
減
で
あ
る
。
こ
の
た
び
見
直
す
計
画

で
は
、
訪
問
介
護
の
利
用
者
数
は
増
え
続

け
る
の
に
な
ぜ
減
額
と
な
る
の
か
。

　
　
増
加
す
る
財
政
負
担
に
対
し
て
、
財

政
を
圧
迫
し
な
い
よ
う
に
国
か
ら
財
源
措

置
の
あ
る
有
利
な
市
債
を
ど
の
よ
う
に
活

用
し
た
の
か
。

委
員
長
報
告

10

予
算
特
別
委
員
会

駅
前
広
場
工
事
の
本
格
化
と
と
も
に

地
下
街
店
舗
の
補
償
等
も
進
め
る

介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
実
績
等
に
よ
り

給
付
費
を
見
直
し
予
算
を
計
上

11

予算特別委員会の運営等を確認する理事会
若者との意見交換会、

議会告知ポスターの作成を調査

古代歴史遺産のインバウンド活用を調査

子どもの権利条例を調査

都市公園事業費の市負担を調査

県との二重行政の解消を調査

文
学
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
推
進

事
業
に
つ
い
て

有
利
な
市
債
を
活
用
し
負
担
削
減

委
員
長
報
告
の
中
か
ら
、
一
部
掲
載

予
算
特
別
委
員
会

委
員
長
報
告
は
市
議
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
し
て
い
ま
す
。

水
道
施
設
等
の
耐
震
化
に
つ
い
て

委

　広島市では、広島県との合同研究会を設置し、類似する行政サービ
スを洗い出し、県からの事務移譲に積極的に取り組むなどの県との二
重行政の解消について調査しました。また、久留米市では福岡県やう
きは市と連携した新産業団地整備事業に取り組むなどの久留米広域連
携中枢都市圏を、熊本市では地域の重要課題を市の施策に生かす地域
ニーズ反映の仕組みの構築等の区役所のあり方を調査しました。

員会行政視察レポート

大都市制度・広域行政調査特別委員会

委員会では、先進的な取り組みを実施している他の
自治体を視察し、その事例を岡山市の市政に反映で
きるよう調査・研究を行っています。

　岡山県は本市で実施する都市計画事業について、岡山県建設事業費
市町村負担金徴収条例に基づき、一律50％の負担金を本市に請求して
おり、他都市の類似事例と比較して明らかに高率である等の問題があ
るため、他県の都市公園事業に係る市町村負担金について、千葉市お
よび名古屋市の調査を行いました。

自治体間調整問題調査特別委員会

　立川市では、子ども未来センターが取り組む、子育て、教育、市民
活動、文化芸術活動の支援、交流やにぎわいの創出について、松戸市
では、国のこども誰でも通園制度モデル事業である、すまいるすまい
る事業について、荒川区では、議員提案で策定された「子どもの権利
条例」について調査しました。

こども未来創造調査特別委員会

　ベトナム・ダナン市と交流を続け、また百舌鳥・古市古墳群を抱え
る堺市では、同市との交流と古代歴史遺産のインバウンド活用を調査
しました。また、国内有数の外国人観光客を受け入れている台東区で
は、外国人観光客の受け入れ環境整備とムスリム観光客の受け入れを
調査しました。東北地方の玄関口である仙台市では、外国人観光客の
誘致戦略と市内外国人宿泊者数統計について調査しました。

国際観光・文化交流促進調査特別委員会

　岡山市議会では、議会機能の効果的な発揮、強化のため議会改革に
取り組み、令和５年度は決算審査の充実を目的とした決算特別委員会
を新たに設置し、決算の審査を行いました。同様に決算特別委員会で
審査を行っている京都市を視察し、その運営を参考とするため調査し
ました。また、静岡市、名古屋市では、議会広報の強化や主権者教育
推進の観点から、議会告知ポスターの作成、若者との意見交換会、小
学生を対象とした子ども議会の運営を調査しました。

議会運営委員会

広島市役所

名古屋市役所

荒川区役所

堺市役所

静岡市役所

も　ず ふるいち


